
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 9,649 諸収入 0 

計 17,611 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 17,611 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 62,408 

要求額 17,611 

総務部長段階査定額 17,611 

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239

【１１次総の施策体系】1301

【事業の経過及び背景】
　中核市移行に伴い県から移管。（市：中核市事務、４町：県からの委託事務）
　小児慢性特定疾患治療研究事業　：昭和49年から平成26年まで
　小児慢性特定疾病医療費助成制度：平成27年１月から開始
　対象疾病　　　　　　　　　　　：788疾病（令和３年11月１日時点）

【事業の目的及び効果】
　慢性疾患により長期にわたり治療が必要となる児童等の健全な育成及び患者家族の医療費等
の負担軽減を図るため、医療費助成を行う。また、自立支援事業により、小児慢性特定疾病児
童等及びその家族の相談に応じ、必要な情報提供や助言、関係機関との連絡調整を行う。

【事業の内容】
・人件費の決算見込みによる増額　　　　　　　　45千円
・扶助費（医療費）の決算見込みによる増額　17,566千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 7,962 0 

家００１ 項　　目　　名 小児慢性特定疾病対策等事業費

予算書項目 小児慢性特定疾病対策等事業費 ページ 47 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども未来課年度 R6

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 22,482 諸収入 0 

計 22,482 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 22,482 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 0 

要求額 22,482 

総務部長段階査定額 22,482 

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239

【１１次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　過年度の交付金事業の額の確定により、国・県へ返還を行うもの。

【事業の目的及び効果】
　国・県支出金の額の確定に伴う返還金。

【事業の内容】
　令和５年度の国庫支出金、県支出金の実績報告に伴う返還金
　①児童手当交付金返還金　　　　　　　　　　　　　　　　（国） 8,234千円
　②鳥取県児童手当支給事業負担金返還金　　　　　　　　　（県） 1,788千円
　③低所得の子育て世帯生活支援特別給付事業補助金返還金　（国）12,460千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

家００２ 項　　目　　名 過年度分国県支出金等返還金

予算書項目 過年度分国県支出金等返還金 ページ 47 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども未来課年度 R6



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 8,051 諸収入 0 

計 8,051 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 8,051 0 

保健衛生費

目 母子保健費

補正前額 23,609 

要求額 8,051 

総務部長段階査定額 8,051 

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239

【１１次総の施策体系】1101　●実施計画　●創生総合戦略

【事業の経過及び背景】
　不妊治療は令和４年度から保険適用となったが、保険診療とあわせて行う先進医療、保険適
用外や回数超過による全額自己負担となった場合に県助成制度を行っている。

【事業の目的及び効果】
　不妊治療費の一部を助成することで、経済的負担の軽減を図り、子どもを望む夫婦が安心し
て子どもを産み育てることができるよう支援する。

【事業の内容】
・人件費の決算見込みによる増額　　 51千円
・扶助費の決算見込みによる増額　8,000千円

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

家００３ 項　　目　　名 不妊治療費等支援事業費

予算書項目 不妊治療費等助成事業費 ページ 53 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども未来課年度 R6

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,265 諸収入 0 

計 1,265 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,265 0 

保健衛生費

目 母子保健費

補正前額 3,500 

要求額 1,265 

総務部長段階査定額 1,265 

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239

【１１次総の施策体系】1101　●実施計画　●創生総合戦略

【事業の経過及び背景】
　令和３年度まで、国県助成制度の交付決定者に対して金額の追加助成を行ってきた。令和４
年度から特定不妊治療が保険適用となったが、保険適用外となった場合等の県助成制度が実施
されており、交付決定者に対し、追加助成を行っている。

【事業の目的及び効果】
　子どもを望む夫婦が、経済的負担が原因で子どもを諦めることなく、安心して子どもを産み
育てる環境づくりを行うため、本市独自で追加助成を行う。

【事業の内容】
　扶助費の決算見込みによる増額  1,265千円

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

家００４ 項　　目　　名 特定不妊治療助成事業費

予算書項目 不妊治療費等助成事業費 ページ 53 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども未来課年度 R6



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 24,804 0 

一般財源 178,793 諸収入 24,804 

計 203,597 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 203,597 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 2,680 

要求額 203,597 

総務部長段階査定額 203,597 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8236

【１１次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　過年度の交付金事業の額の確定により、国・県へ返還を行うもの。

【事業の目的及び効果】
　国・県支出金の額の確定に伴う返還金。

【事業の内容】
（１）令和５年度実績報告に伴う返還金
　①子育てのための施設等利用給付交付金返還金（国） 1,065千円、（県）   533千円
　②子どものための教育・保育給付交付金返還金（国）57,360千円、（県）29,165千円
  ③子ども・子育て支援交付金返還金　　　　　（国）45,335千円、（県）45,335千円

（２）令和２年度～４年度実績修正に伴う返還金。
  子どものための教育・保育給付交付金返還金
　①令和４年度分　（国）6,301千円、（県）2,704千円
　②令和３年度分  （国）5,031千円、（県）3,971千円
　③令和２年度分  （国）3,664千円、（県）3,133千円

※その他財源の諸収入は、施設からの返還金

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

家００５ 項　　目　　名 過年度分国県支出金等返還金

予算書項目 過年度分国県支出金等返還金 ページ 47 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
幼児保育課年度 R6

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 10,259 諸収入 0 

計 10,259 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 10,259 0 

教育総務費

目 私立学校振興費

補正前額 0 

要求額 10,259 

総務部長段階査定額 10,259 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8236

【１１次総の施設体系】1101

【事業の経過及び背景】
　過年度の交付金事業の額の確定により、国・県へ返還を行うもの。

【事業の目的及び効果】
　国・県支出金の額の確定に伴う返還金。

【事業の内容】
　令和５年度子育てのための施設等利用給付交付金返還金
　（国）7,462千円、（県）2,797千円

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

家００６ 項　　目　　名 過年度分国県支出金等返還金

予算書項目 過年度分国県支出金等返還金 ページ 69 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
幼児保育課年度 R6



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 178 諸収入 0 

計 178 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 178 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 9,508 

要求額 178 

総務部長段階査定額 178 

一般会計 【問合せ先】児童相談係 0857-20-0122

【１１次総の施策体系】1101　●実施計画　●創生総合戦略

【事業の経過及び背景】
　仕事、疾病、家庭の事情など保護者の社会的理由で、子どもの養育が困難となった場合に、
平日、夜間、休日などに日帰りや宿泊を伴う一時預かりを行い、子どもを一時的に養育・保護
する必要がある。

【事業の目的及び効果】
　夜間や休日、宿泊を伴う一時預かり、また、平日の一時預かりを実施することで、保護者の
負担軽減を図り、もって児童福祉の向上に資する。

【事業の内容】
　令和５年度子ども・子育て支援交付金返還金（子育て支援短期事業分）
　（国）89千円、（県）89千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

家００７ 項　　目　　名 子育て支援短期利用事業費

予算書項目 子育て支援短期利用事業費 ページ 47 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども家庭センター年度 R6

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,218 諸収入 0 

計 1,218 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,218 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 1,760 

要求額 1,218 

総務部長段階査定額 1,218 

一般会計 【問合せ先】児童相談係 0857-30-0122

【１１次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　核家族化や雇用・経済に関する社会問題等、児童を取り巻く養育環境が大きく変化している
中、本市においても児童虐待に関する相談件数が年々増加しており、相談内容も経済的問題や
心身の疾患及び発達障害等、育児困難における様々な要因を抱えているものが多くなってい
る。
　自ら積極的に支援を求めることが困難な状況にある家庭に、過重な負担がかかる前に、きめ
細かで継続的な関わりが必要になってきている。

【事業の目的及び効果】
　育児困難な状態にある家庭に対する援助・支援により、子どもと家庭の福祉向上と社会全体
の利益増進を図る。

【事業の内容】
　令和５年度子ども・子育て支援交付金返還金（養育支援訪問事業分）
　（国）609千円、（県）609千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

家００８ 項　　目　　名 養育支援訪問事業費

予算書項目 こども家庭支援事業費 ページ 47 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども家庭センター年度 R6



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 1,000 0 

一般財源 0 諸収入 1,000 

計 1,000 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,000 0 

児童福祉費

目 母子生活支援施設費

補正前額 98,812 

要求額 1,000 

総務部長段階査定額 1,000 

一般会計 【問合せ先】家庭相談係 0857-20-8588

【１１次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　離婚、ＤＶ等事情のある母子家庭の自立を支援するため、安全で安心して暮らせる住居が必
要である。

【事業の目的及び効果】
　18歳までの児童を養育するＤＶ等特別な事業のある母子家庭に住居を提供することで、当該
家庭が精神的にも経済的にも自立できるよう支援する。

【事業の内容】
　公益財団法人ライフスポーツ財団の令和６年度子ども活動支援金の交付決定を受け、鳥取市
母子生活支援施設「つくし」の園庭に、すべり台を設置する。
　納入設置費用　1,000千円

※その他財源の諸収入は、（公財）ライフスポーツ財団子ども活動支援金

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

家００９ 項　　目　　名 母子生活支援施設運営費

予算書項目 母子生活支援施設運営費 ページ 49 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども家庭センター年度 R6

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 388 諸収入 0 

計 404 その他 0 

備　考　欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 404 0 

保健衛生費

目 母子保健費

補正前額 8,499 

要求額 404 

総務部長段階査定額 404 

一般会計 【問合せ先】子育て支援係 0857-30-8587

【１１次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】
　昭和40年に母子保健法が制定され、妊産婦及び乳幼児への保健指導の充実として、昭和47年
に母子コーナーを開設した。母子保健法の改正により、平成29年から子育て世代地域包括支援
センター「こそだてらす」として、地域での相談とともに母子の健康に関する相談を受けてい
る。

【事業の目的及び効果】
　こそだてらすや地域等で、妊娠・出産・育児に関する相談に応じ、子育てに関する不安や悩
みを聞き、子育てに関する必要な情報提供や保健指導を行う。

【事業の内容】
・人件費の決算見込みによる増額　126千円
・令和５年度子ども・子育て支援交付金返還金（乳児家庭全戸訪問事業分）
　（国）139千円、（県）139千円

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 16 0 

家０１０ 項　　目　　名 母子保健相談指導事業費

予算書項目 母子保健相談指導事業費 ページ 53 所　　属　　名

健康こども部こども家庭局 
こども家庭センター年度 R6


